
政 党 助 成 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

政 党 助 成 法 施 行 規 則 （ 平 成 六 年 自 治 省 令 第 四 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

別 記 別 記

第８号様式（第13条関係） 第８号様式（第13条関係）
［（その１）～（その６） 略］ ［（その１）～（その６） 同左］
（その７） （その７）

宣 誓 書 宣 誓 書

添付書類（別添のとおり） 添付書類（別添のとおり）
１ 領収書等及び残高証明等の写し等 １ 領収書等及び残高証明等の写し等
２ 監査意見書 ２ 監査意見書
３ 監査報告書（本部に限る。） ３ 監査報告書（本部に限る。）
４ 提出を受けた支部報告書（宣誓書を含む。


）及び監査意見書 ４ 提出を受けた支部報告書


及び監査意見書

５ 総括文書（政党助成法第17条第２項第３号及び第４号）（本部に限る。）又は支部総
括文書（同法第18条第２項第４号）（支部に限る。）

５ 総括文書（政党助成法第17条第２項第３号及び第４号）（本部に限る。）又は支部総
括文書（同法第18条第２項第４号）（支部に限る。）

この報告書は、政党助成法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。 この報告書は、政党助成法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。
令和 年 月 日 令和 年 月 日

政党（支部）の名称 政党（支部）の名称
会計責任者の氏名  会計責任者の氏名 

［（備考） 略］ ［（備考） 同左］
（記載要領） （記載要領）
［１～９ 略］ ［１～９ 同左］
10 この報告書（宣誓書を含む。


）を提出する際には、監査意見書、監査報告書、当該政党（支

部）が提出を受けた支部報告書（宣誓書を含む。


）及び監査意見書、総括文書（第10号様式及
び第11号様式）、支部総括文書（第12号様式）並びに領収書等


の写し及び政党基金（支部基

金）に係る残高証明等の写しを提出すること。なお、第14条第２項第１号に掲げる場合にあっ
ては、振込明細書の写しを当該振込明細書に係る支出目的書と併せて提出すること。

10 この報告書


を提出する際には、監査意見書、監査報告書、当該政党（支部）が提出を受け
た支部報告書


及び監査意見書、総括文書（第10号様式及び第11号様式）、支部総括文書（第
12号様式）、領収書等


の写し及び政党基金（支部基金）に係る残高証明等の写しを提出する

こと。なお、第14条第２項第１号に掲げる場合にあっては、振込明細書の写しを当該振込明
細書に係る支出目的書と併せて提出すること。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

附 則

こ の 省 令 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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
号
)

官
報

〇 経 済 産 業 省 令 第 四 十 四 号

外 国 為 替 及 び 外 国 貿 易 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 二 百 二 十 八 号 ） 第 六 十 九 条 の 五 、 輸 出 貿 易 管 理 令 （ 昭 和 二 十 四 年 政 令 第 三 百 七 十 八 号 ） 別 表 第 一 及 び 外 国 為 替 令 （ 昭 和 五 十 五 年 政 令 第 二 百 六 十 号 ） 別 表 の

規 定 に 基 づ き 、 輸 出 貿 易 管 理 令 別 表 第 一 及 び 外 国 為 替 令 別 表 の 規 定 に 基 づ き 貨 物 又 は 技 術 を 定 め る 省 令 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 元 年 十 一 月 二 十 八 日 経 済 産 業 大 臣 梶 山 弘 志

輸 出 貿 易 管 理 令 別 表 第 一 及 び 外 国 為 替 令 別 表 の 規 定 に 基 づ き 貨 物 又 は 技 術 を 定 め る 省 令 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

輸 出 貿 易 管 理 令 別 表 第 一 及 び 外 国 為 替 令 別 表 の 規 定 に 基 づ き 貨 物 又 は 技 術 を 定 め る 省 令 （ 平 成 三 年 通 商 産 業 省 令 第 四 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 は 、 こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す

る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。
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